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２００７年１０月１０日

総務省総合通信基盤局

モバイルビジネス活性化プランについてモバイルビジネス活性化プランについて
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モバイルビジネス活性化プラン評価委員会において進捗状況の検証等を実施。

モバイルビジネス活性化に向けた検討モバイルビジネス活性化に向けた検討

■移動通信市場におけるビジネスモデルの検証
移動通信市場における競争促進等を通じた利用者利益の確保・向上を図る観点から移動通信市場における競争促進等を通じた利用者利益の確保・向上を図る観点から、各レイヤーを含む移動通信市場の将来像やビジネス
モデルの多様化の方向性について多角的な観点から検証するとともに、販売奨励金や販売奨励金やSIMSIMロックの在り方を含む携帯端末市場のビジネスモデルロックの在り方を含む携帯端末市場のビジネスモデル
の在り方、ユーザの在り方、ユーザIDIDの取扱い等についても併せて検証を行う場を設け、０７年夏を目途に結論を得るの取扱い等についても併せて検証を行う場を設け、０７年夏を目途に結論を得る。

新競争促進プログラム２０１０
（０６年９月１９日）

■通信の競争促進
「新競争促進プログラム」を引き続き着実に推進する。NTT東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの整備を含む公正競争ルールの整備、
販売奨励金の在り方を含む現行販売モデルの包括的見直し、販売奨励金の在り方を含む現行販売モデルの包括的見直し、MVNOMVNOの新規参入の促進などを含むモバイルビジネスの活性化策の展開の新規参入の促進などを含むモバイルビジネスの活性化策の展開等を図る。

ICT 改革促進プログラム
（０７年４月２０日）

オープン型モバイルビジネス環境の実現に向けた競争促進策等を提言。オープン型モバイルビジネス環境の実現に向けた競争促進策等を提言。

モバイルビジネス研究会報告書
（０７年９月１８日）

モバイルビジネス活性化に向け、２０１１年を目標年限として展開する政策パッケージを公表。モバイルビジネス活性化に向け、２０１１年を目標年限として展開する政策パッケージを公表。

((新競争促進プログラム２０１０の一環として運用新競争促進プログラム２０１０の一環として運用))

モバイルビジネス活性化プランモバイルビジネス活性化プラン
（０７年９月２１日）（０７年９月２１日）

■通信関連
高度で低廉な情報通信サービスを実現する観点から、ネットワークのオープン化など必要な公正競争ルールの整備等を図るネットワークのオープン化など必要な公正競争ルールの整備等を図るとともに、ＮＴＴの

組織問題については、ブロードバンドの普及状況やＮＴＴの中期経営戦略の動向などを見極めた上で2010年の時点で検討を行い、その後速やか
に結論を得る。

通信放送の在り方に関する政府・与党合意
（０６年６月２０日）
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3携帯・ＰＨＳの加入契約数と増加率の推移
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（注）ＡＲＰＵ（Average Rate Per User）：利用者の平均利用（支払）額

携帯電話事業におけるARPUの推移等

（米ドル／年） ARPUに占めるデータARPUの比率
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5移動通信主要事業者のシェア等

（出所）総務省資料

ＨＨＩ（注）シェア

（注）ＨＨＩ（Herfindahl-Hirschman Index：ハーフィンダール・ハーシュマン指数）
市場の独占度合いを測る指数の一つ。各事業者が市場で有するシェアを二乗し、それを加算して算出する。０～１００００の値をとり、
独占状態に近づくほど１００００に近づく。
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6モバイルコンテンツ市場の拡大

メディア・ソフト市場

通信系ソフト市場

２００２年 ２００３年 ２００４年

１０．８兆円 １０．９兆円 １１．１兆円

４０００億円 ５４００億円 ６９００億円

うち携帯配信 ２６００億円１９００億円１２００億円

1.1% 1.7%
2.3%

3.7%

5.0%

6.2%

（「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」（総務省情報通信政策研究所）を元に、総務省作成）

通信系ソフト市場通信系ソフト市場

うち携帯配信うち携帯配信

2002年 2003年 2004年

（注）□メディア・ソフト市場の金額は、映像系ソフト（映画、ビデオ、地上テレビ番組、衛星テレビ番組、ＣＡＴＶ番組、ゲームソフト、
ネットオリジナルソフト）、音声系ソフト（音楽、ラジオ番組、ネットオリジナルソフト）及びテキスト系ソフト（新聞記事、
コミック、雑誌、書籍、データベース記事、ネットオリジナルソフト）が流通する、一次流通市場及びマルチユース市場の金額の合計
□通信系ソフト市場の金額は、データベース記事やネットオリジナルソフトについては一次流通市場の金額を、映画や地上テレビ番組、音楽等の
コンテンツについては、インターネットや携帯端末で配信されるものに限定したマルチユース市場の金額の合計
これをさらに、携帯端末に配信されるものに限定した金額の合計を、携帯配信に係る市場規模として算定。

コンテンツ市場全体に占める比率



7モバイルビジネス市場の活性化に向けた基本的視点
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第1回
(1月22日)

■現状と課題
■検討アジェンダ
■その他

第2回
(2月2日)

第3回
(2月15日)

第4回
(3月19日)

第5回
(4月6日)

第6回
(4月26日)

第10回
(9月18日)

オブザーバによる
プレゼンテーションと自由討議

（第2～第5回）

■主要論点②
■経済波及効果

■報告書（決定）
■主要論点①
■諸外国の動向

意見招請

モバイルビジネス研究会の検討スケジュールモバイルビジネス研究会の検討スケジュール

第7回
(5月31日)

事務局による
関係者からの
非公式ヒアリング
（1月～3月）

斉藤 忠夫 東京大学名誉教授【座長】
泉水 文雄 神戸大学法学部教授【座長代理】
飯塚 周一 情報流通ビジネス研究所代表
合田 泰政 メリルリンチ日本証券シニアアナリスト
石渡 昭好 ガートナージャパン テレコムネットワーキング担当

主席アナリスト
長谷川 孝明 埼玉大学大学院理工学研究科教授
藤原 まり子 博報堂生活総合研究所客員研究員
佐藤 治正 甲南大学経済学部教授
高橋 伸子 生活経済ジャーナリスト
北 俊一 野村総合研究所上級コンサルタント

（通信事業者）（通信事業者） （ＭＶＮＯ）（ＭＶＮＯ）
○ＮＴＴドコモ ○MVNO協議会（ﾃﾚｺﾑｻｰﾋﾞｽ協会）
○ＫＤＤＩ （ベンダー）（ベンダー）
○ソフトバンクモバイル ○情報ネットワーク産業協会（ＣＩＡＪ）
○イーモバイル （その他）（その他）
○ウィルコム ○ぐるなび
（プラットフォーム系）（プラットフォーム系） ○ＪＲ東日本
○ＡＣＣＥＳＳ ○三井物産
○インデックス ○マイクロソフト
（ＭＶＮＥ系）（ＭＶＮＥ系）
○インフォニクス
○フューチャーモバイル

研究会構成員（１０名） オブザーバ（１５社・団体）

第8回
(6月26日)

■報告書案

※計19社からヒアリング実施済。

第9回
(8月29日)

■事業者からの
ヒアリング
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携帯電話事業者携帯電話事業者

端末メーカー端末メーカー

端末仕様発注・共同開発

端末納入 端末卸売

販売奨励金等

販売奨励金
成約手数料
継続契約手数料 など

販売代理店販売代理店

端末販売
（販売奨励金を充当）

回線契約

販売奨励金分は、利用者の毎月の通信料から回収

携帯電話の販売奨励金（インセンティブ）の概要

通話料

利用者利用者 端末購入代金

概ね
販売奨励金等は４万円弱／台
端末買換えサイクルは２年
☞奨励金はＡＲＰＵの１／４に相当

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

～
～

30,000

40,000

50,000 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ ソフトバンクモバイル

（単位：円）

30,000

42,000

40,000

30,000

40,000

37,600

31,000

36,000

32,500 34,000

38,000 38,300

36,000
37,000

45,000

（注１） 各年度におけるNTTドコモのアニュアルレポートより、「販売手数料」及び「端末販売奨励金」を販売奨励金等として記載。
（注２） 各年度におけるＫＤＤＩの決算資料より、「販売コミッション」を販売奨励金等として記載。
（注３） 各年度におけるボーダフォンの決算説明会資料より、「新規顧客獲得費用」を販売奨励金等として記載。 （各社決算資料等を基に総務省作成）



10モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し①モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し①

ユーザー

通信料金 （本来の）通信料金

一定期間で回収 回収期間後も徴収回収期間後も徴収

端末価格

端末販売奨励金

販売奨励金の役割

✔ハイエンド端末の価格を利用者に「低価格」で
提示することを可能とし、より高機能の端末に対より高機能の端末に対
する需要を顕在化する需要を顕在化。

✔端末とサービスのバンドル化により、端末と連携端末と連携
する形でサービスの多様化が進展する形でサービスの多様化が進展。

①利用者は端末価格の一部を通信料金で回収されている事の認知不足通信料金で回収されている事の認知不足
②利用者間のコスト負担の不公平感利用者間のコスト負担の不公平感
③ＡＲＰＵの1/4を占める販売奨励金の存在による通信事業者のコスト増通信事業者のコスト増
④端末・サービス一体化による多様性の不足端末・サービス一体化による多様性の不足
⑤接続料・卸電気通信役務の原価に端末販売奨励金が含まれていることに起因
する公正競争上の問題公正競争上の問題
⑥通信事業者主体の端末開発による端末開発の多様性への制約端末開発の多様性への制約
⑦端末買い替えサイクルの長期化による市場規模縮小に対する懸念市場規模縮小に対する懸念

留意すべき事項

現行の販売モデル見直しの必要性現行の販売モデル見直しの必要性
（端末価格と通信料金をそれぞれ明確に利用者に提示する方策を検討）

補填

現行の販売モデル現行の販売モデル

利用者間の不公平感
の存在

端末価格と通信料金の
一体化による不透明性
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通信料金【月額】

端末価格

端末販売奨励金

支払

ユーザー

通信料金【月額】

分離プラン
（端末料金と通信料金の分離）

端末料金【月額】
（端末販売奨励金相当分）

端末価格

会計整理において電
気通信事業の費用か

ら除外

期間付契約

■本来の端末価格に関本来の端末価格に関
する情報の提供する情報の提供
（請求書等で明示）

■端末コスト負担の端末コスト負担の
不公平感の是正不公平感の是正

■接続料・卸役務の原価
縮減によるＭＶＮＯのＭＶＮＯの
新規参入の促進新規参入の促進

■端末販売に係る収入と端末販売に係る収入と
費用の明確化費用の明確化（奨励金
の縮減圧力）

■SIMロック解除により
端末の多様化が進展端末の多様化が進展

現行モデル 新モデル

モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し②モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し②

０８年度を目途に０８年度を目途に
部分導入部分導入

遅くとも２０１０年を目途に遅くとも２０１０年を目途に
総合的評価、本格導入に総合的評価、本格導入に

向けた結論向けた結論

■ＳＩＭロックについては、利用期間付契約の導入により実質的な意味がなくなる。
■しかし、３Ｇの方式の違い（W-CDMA【ドコモ/ソフトバンク】とcmda2000【au】）が存在し、現時点で解除すると競争を歪める可能性。
■ＳＩＭロックは原則解除が望ましい。今後のＢＷＡの進展や端末市場の動向を見て、２０１０年の時点で３．９ＧＳＩＭロックは原則解除が望ましい。今後のＢＷＡの進展や端末市場の動向を見て、２０１０年の時点で３．９Ｇ
や４Ｇを中心としてＳＩＭロック解除を法制的に担保することについて最終的な結論を得る。や４Ｇを中心としてＳＩＭロック解除を法制的に担保することについて最終的な結論を得る。

ユーザー

ＳＩＭロック解除の検討ＳＩＭロック解除の検討
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電気通信事業

付帯事業
（端末販売を含む）

収入 費用

NW維持運営費

通信事業営業費

通信販売奨励金

端末販売奨励金

端末販売奨励金端末販売収入

通信事業収入

接続料・卸原
価

小売料金
原価

（現行） （現行）

（見直し後）

（見直し後）

電気通信事業会計における販売奨励金の取扱い

✔07年度中を目途に会計規則（損益計算
書等）を改正
✔運用方法については、別途行政当局が
基本的考え方を提示。
✔実態整理は個別に整理。
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新規市場の創出
経済の活性化

利用者
（多様なサービスを享受）

■■ ＭＶＮＯＭＶＮＯ（（Mobile Virtual Network OperatorMobile Virtual Network Operator）は）は自らは無線設備を設置しないで通信サービスを提供自らは無線設備を設置しないで通信サービスを提供。。
■■ ＭＮＯＭＮＯは単に通信サービスを提供する枠を越え、音楽・ゲーム配信などのコンテンツ・アプリケーは単に通信サービスを提供する枠を越え、音楽・ゲーム配信などのコンテンツ・アプリケー
ションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、ションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、垂直統合型のビジネスを展開垂直統合型のビジネスを展開。。

■■ ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市場への参入を促し、新しいビジネスモデルの登場を期待。ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市場への参入を促し、新しいビジネスモデルの登場を期待。
■■ ＭＮＯとＭＶＮＯとのＭＮＯとＭＶＮＯとの””winwin--winwin””の関係の関係を構築。を構築。

ＭＶＮＯの参入促進による新規市場の創出

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯ

卸サービス・接続

付加価値

（サービス・端末）サ
ー
ビ
ス
提
供

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯ
（様々な業態から参入）

ゲーム、電子マネー、その他

既存サービスとモバイルサービスの連携

サービスの多様化 新規市場の創出

MVNOの新規参入の促進による
移動通信市場の活性化（サービス多様化の実現）

MVNOMVNOの新規参入の促進によるの新規参入の促進による

移動通信市場の活性化（サービス多様化の実現）移動通信市場の活性化（サービス多様化の実現）



14MVNO事業化ガイドラインの見直し（０７年２月）

✔今後、 急速な技術革新等を踏まえ、ＭＶＮＯのビジネスモデルの多様化が期待されることを踏まえ、ＭＶＮＯの関連
法規（電気通信事業法・電波法）の適用関係に関する「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」について、所要の見直しを実施。

目目 的的

１．ガイドラインの目的等ガイドラインの目的等

２．電気通信事業法に係る事項電気通信事業法に係る事項
（１）ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続き
（２）ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係
（３）協議が整わなかった場合の手続き協議が整わなかった場合の手続き
（４）ＭＶＮＯによる端末の調達
（５）電気通信番号（電話番号）管理
（６）ＭＶＮＯと利用者との間の契約関係
（７）提供条件の説明及び苦情等の処理
（８）その他

３．電波法に係る事項電波法に係る事項
（１）事業開始の際に必要な手続き
（２）ＭＶＮＯとＭＮＯの関係ＭＶＮＯとＭＮＯの関係

４．ローミングに係る事項（電気通信事業法及び電波法）

５．見直し

ガイドラインの構成ガイドラインの構成
✔ガイドラインの対象とするＭＶＮＯ等の事業範囲として、ＭＶＮＯ及びＭＮＭＶＮＯ及びＭＮ
Ｏに加え、ＭＶＮＥＯに加え、ＭＶＮＥ(Mobile Virtual Network Enabler)(Mobile Virtual Network Enabler)についても定義についても定義。

✔ＭＮＯとＭＶＮＯの関係は、卸電気通信役務の提供又は事業者間接続卸電気通信役務の提供又は事業者間接続
のいずれの形態も可能のいずれの形態も可能（当事者間で選択）である旨を明確化。

✔ＭＮＯが接続に応じる必要がない場合を具体的に列挙接続に応じる必要がない場合を具体的に列挙。
●ＭＮＯの電気通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがある場合（☞接続申
込みに応じる結果、周波数不足等により当該ＭＮＯの利用者への役務提供に支障
を来すおそれがあると認められる合理的な理由がある場合）
●接続がＭＮＯの利益を不当の害するおそれがある場合
●ＭＶＮＯが接続に関し負担すべき金額の支払いを怠たるおそれ等がある場合
●接続に応じるための回線設備の改修等が技術的・経済的に著しく困難な場合

【注】ＭＮＯとＭＶＮＯの関係に照らし、具体的な拒否可能な事例を明示。

✔ＭＶＮＯの使用に係る周波数についてもＭＮＯの利用として扱われるＭＶＮＯの使用に係る周波数についてもＭＮＯの利用として扱われる
旨を明確化旨を明確化。

✔卸役務提供・接続の２つの形態に係るＭＮＯとＭＶＮＯとの間の紛争ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の紛争
処理手続き（あっせん・仲裁・裁定等）について、具体的手続きを整理処理手続き（あっせん・仲裁・裁定等）について、具体的手続きを整理。
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■■卸電気通信役務に関する標準プランの策定・公表卸電気通信役務に関する標準プランの策定・公表
■■ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再見直しＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再見直し
①コンタクトポイントの明確化①コンタクトポイントの明確化
②事業計画の聴取範囲の明確化②事業計画の聴取範囲の明確化
③事業者間接続等に関する法制上の解釈の明確化③事業者間接続等に関する法制上の解釈の明確化（総務省ＨＰへのＦＡＱ掲載を含む）（総務省ＨＰへのＦＡＱ掲載を含む）

■■市場のモニタリングの継続市場のモニタリングの継続（必要に応じて、ＭＮＯ各社から報告等）（必要に応じて、ＭＮＯ各社から報告等）

■■端末プラットフォームの共通化の促進端末プラットフォームの共通化の促進
■■新規システムに係る周波数割当におけるＭＶＮＯによる無線設備の利用促進のための新規システムに係る周波数割当におけるＭＶＮＯによる無線設備の利用促進のための
計画策定の義務付けを基本として検討計画策定の義務付けを基本として検討

■ＦＭＣサービスの普及（固定系事業者によるＭＶＮＯ）■ＦＭＣサービスの普及（固定系事業者によるＭＶＮＯ）
■地方ＩＳＰやＣＡＴＶによるローカルＭＶＮＯの登場■地方ＩＳＰやＣＡＴＶによるローカルＭＶＮＯの登場
■他業態における経営資源を通信サービスに組み合わせたＭＶＮＯの登場によるシナジー効果■他業態における経営資源を通信サービスに組み合わせたＭＶＮＯの登場によるシナジー効果
■ベンチャー系企業や■ベンチャー系企業やSISIererによるＭＶＮＯによる法人向けサービスの提供によるＭＶＮＯによる法人向けサービスの提供

■ＭＶＮＯ独自の端末・サービスの開発促進（先進性の高いモバイル市場をテストベッドとした新事業の創出）■ＭＶＮＯ独自の端末・サービスの開発促進（先進性の高いモバイル市場をテストベッドとした新事業の創出）
■ＭＶＮＯ参入による周波数資源の有効活用■ＭＶＮＯ参入による周波数資源の有効活用

ＭＶＮＯの新規参入の促進

ＭＶＮＯの新規参入促進によるモバイルサービスの多様化ＭＶＮＯの新規参入促進によるモバイルサービスの多様化

ＭＶＮＯの新規参入促進に向けた取組ＭＶＮＯの新規参入促進に向けた取組



16認証・課金等のプラットフォーム機能の在り方

コンテンツ・アプリケーション
レイヤー

コンテンツ・アプリケーション
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

通信サービス
レイヤー

通信サービス
レイヤー

ネットワーク
レイヤー

ネットワーク
レイヤー

端末
レイヤー

端末
レイヤー

移動通信移動通信
サービスサービス

オープン型オープン型
モバイルモバイル
ビジネス環境ビジネス環境

多様なユビキタス端末
（情報家電を含む）

固定通信
サービス

多様な通信利用形態
（Ｍ２Ｍを含む）

コンテンツ
アプリケーション

ＦＭＣ ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ユビキタスネットワーク時代の
オープン型ビジネス環境

ユビキタスネットワーク時代のユビキタスネットワーク時代の
オープン型ビジネス環境オープン型ビジネス環境

セッション
制御

認証・
セキュリティ

課金管理

Edge node

Core node

Optical
accessxDSL Other

accesses
Wireless

LAN

アプリケーション・サーバー等アプリケーション・サーバー等

コンテンツ
配信

テレビ
電話 ･･･････

コア網

アクセス網

認証・課金機能等の連携認証・課金機能等の連携



17モバイルビジネス活性化プラン（概要）

モバイルビジネスにおけるモバイルビジネスにおける
販売モデルの見直し販売モデルの見直し

■ＳＩＭロックの解除（２０１０年の時点で解除義務化について最終的に結論）■ＳＩＭロックの解除（２０１０年の時点で解除義務化について最終的に結論）

■新料金プラン■新料金プラン【【通信料金と端末価格の分離プラン通信料金と端末価格の分離プラン】】 を０８年度を目途にを０８年度を目途に
部分導入（遅くとも２０１０年時点で全面的導入を検討）部分導入（遅くとも２０１０年時点で全面的導入を検討）

■販売奨励金に係る会計整理の明確化（０７年度中を目途に電気通信事業会計■販売奨励金に係る会計整理の明確化（０７年度中を目途に電気通信事業会計
規則を改正）規則を改正）

■ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再改定（ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの再改定（※※）による環境整備（）による環境整備（0707年度中に実施）年度中に実施）
※※コンタクトポイント明確化、事業計画の聴取範囲の明確化、法制上の解釈の明確化コンタクトポイント明確化、事業計画の聴取範囲の明確化、法制上の解釈の明確化

■新規周波数の割当時におけるＭＶＮＯへの配慮（検討）■新規周波数の割当時におけるＭＶＮＯへの配慮（検討）

MVNOMVNOの新規参入の促進の新規参入の促進

■消費者保護策の強化策（料金比較認定制度、コンサルティング認定制度、■消費者保護策の強化策（料金比較認定制度、コンサルティング認定制度、
苦情処理機能の体制整備等）の検討苦情処理機能の体制整備等）の検討

■ＭＮＯの卸電気通信役務に関する標準プランの策定（検討）■ＭＮＯの卸電気通信役務に関する標準プランの策定（検討）

■プラットフォームの連携強化（ＩＤポータビリティ、位置情報の利活用の推進、プラットフォームの連携強化（ＩＤポータビリティ、位置情報の利活用の推進、
プッシュ型配信機能の利活用の推進等）の検討（０７年度中を目途に検討開始）プッシュ型配信機能の利活用の推進等）の検討（０７年度中を目途に検討開始）

ユ
ビ
キ
タ
ス
特
区
の
創
設

ユ
ビ
キ
タ
ス
特
区
の
創
設

通
信
・放
送
の
総
合
的
法
体
系
の
検
討

通
信
・放
送
の
総
合
的
法
体
系
の
検
討

モバイルアクセスモバイルアクセス

網の多様化網の多様化

■端末プラットフォームの共通化の推進■端末プラットフォームの共通化の推進((端末テストベッドの構築等）端末テストベッドの構築等）

モバイルビジネスの活性化にモバイルビジネスの活性化に
向けた市場環境整備の推進向けた市場環境整備の推進

➢市場の成熟化➢市場の成熟化 ➢端末・サービス一体型の事業展開➢端末・サービス一体型の事業展開

➢市場シェアの固定化➢市場シェアの固定化 ➢ハイエンド型中心の端末市場の形成➢ハイエンド型中心の端末市場の形成
➢料金プランの複雑化➢料金プランの複雑化

➢モバイルコンテンツ市場の成長潜在性➢モバイルコンテンツ市場の成長潜在性 ➢ソリューション系ビジネス（法人市場）における成長潜在性➢ソリューション系ビジネス（法人市場）における成長潜在性

７つの現状認識

モバイルビジネス活性化プラン

各事業者に対し、各事業者に対し、
検討要請文書を発出。検討要請文書を発出。
（０７年９月２１日）（０７年９月２１日）

事業政策課内に事業政策課内に
「ＭＶＮＯ支援相談センター」「ＭＶＮＯ支援相談センター」

を設置を設置
（０７年９月２１日）（０７年９月２１日）

０７年中 競争評価（戦略的評価）→中間結果公表 ０７年度中を目途にプラットフォーム機能に関する検討を開始



18モバイルビジネス活性化プランにより期待される効果

モバイルビジネスにおけるモバイルビジネスにおける
販売モデルの見直し販売モデルの見直し

■地方■地方MVNOMVNO等の新規参入による新事業の創出や地域活性化の実現等の新規参入による新事業の創出や地域活性化の実現

■料金プランの透明性の向上（利用者利益の確保）■料金プランの透明性の向上（利用者利益の確保）

■接続料等の低廉化を通じた■接続料等の低廉化を通じたMVNOMVNOの新規参入の促進（サービス多様化）の新規参入の促進（サービス多様化）

■（２０１０年に検討する）■（２０１０年に検討する）SIMSIMロック解除による端末の多様化ロック解除による端末の多様化

MVNOMVNOの新規参入の促進の新規参入の促進

■消費者保護策の強化を通じた利用者利益の確保■消費者保護策の強化を通じた利用者利益の確保

■プラットフォームの連携強化による新事業創出の実現プラットフォームの連携強化による新事業創出の実現

モバイルビジネスの活性化にモバイルビジネスの活性化に
向けた市場環境整備の推進向けた市場環境整備の推進

２０１０年代初頭に世界最先端のモバイルビジネス環境を実現２０１０年代初頭に世界最先端のモバイルビジネス環境を実現
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７つの現状認識

➢市場の成熟化➢市場の成熟化
➢市場シェアの固定化➢市場シェアの固定化
➢料金プランの複雑化➢料金プランの複雑化
➢端末・サービス一体型➢端末・サービス一体型
の事業展開の事業展開

➢ハイエンド型中心の➢ハイエンド型中心の
端末市場の形成端末市場の形成

➢モバイルコンテンツ➢モバイルコンテンツ
市場の成長潜在性市場の成長潜在性

➢ソリューション系ビジ➢ソリューション系ビジ
ネス（法人市場）にネス（法人市場）に
おける成長潜在性おける成長潜在性

一層の競争促進一層の競争促進
を実現するためのを実現するための
施策展開施策展開

モバイルビジネスにおける
販売モデルの見直し
（販売奨励金、ＳＩＭロック等）

MVNOMVNOの新規参入の新規参入
の促進の促進

市場環境整備の推進

➢モバイルアクセス多様化・高速➢モバイルアクセス多様化・高速
化の推進化の推進

➢プラットフォーム機能の連携➢プラットフォーム機能の連携
強化強化

➢端末プラットフォームの共通化➢端末プラットフォームの共通化
の促進の促進

➢モバイルビジネスにおける新➢モバイルビジネスにおける新
事業創出に向けた取り組み事業創出に向けた取り組み

➢消費者保護策の強化➢消費者保護策の強化

市場環境整備市場環境整備
に向けたに向けた
施策展開施策展開

モバイルビジネス
活性化プラン
（０７年９月２１日公表）

評価会議
による

毎年のレビュー
➢プログレスレポートのプログレスレポートの

策定・公表策定・公表

世界最先端のモバイルビジネス環境の実現世界最先端のモバイルビジネス環境の実現

第１フェーズ
（直ちに着手）

第１フェーズ
（直ちに着手）

第２フェーズ
（2011年までに実現）

第２フェーズ
（2011年までに実現）

推進方策


